






































































































(3) ｢その他のセクター｣としては､民法に基づ く公益法人 (社団法人､財団法人)､個別特別
法に基づ く ｢宗教法人｣｢学校法人｣｢社会福祉法人｣｢医療法人｣｢消費生活協同組合｣などの
中間法人を含む非営利セクターと称される｢非営利部門｣と｢市民活動団体｣｢ボランティア団


































は ｢自治体｣と ｢地域住民｣から､(3)第5セクターは ｢地域住民｣と ｢民間企業｣から､(4)ジョ














事業主体の構成 代表的な 代表的な事例と法人形態 今後設立される可能性の高い事業主体および分野





と ･そのほか ･そのほか .財団法人 (まちづ くり財団など)





第4 ･地方公共団体等と住 民 ･株式会社社団法人 ･㈱七日町再開発ビル (山形県山形市)
･㈱山湊 (愛知県新城市)
･社団法人 シルバー人材センターなど
･そのほか ･そのほか .財団法人 (生きがい事業団など)










と ･株式会社 (まちづ くり.むらおこし.地域













･そのほか .株式会社 (まちづ くり事業 .市街地再開発




































































































































































































































事業 .サービス等の民間会社 .団体 (任意団体等を含む)等への委託
(出所) 出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究｣
『新潟産業大学経済学部紀要 第20号』平成11年12月
60 NPO方式の導入による公私協力方式 ･事業連携方式の新たな潮流






















































































































































































































































































































































































排除できない イー II+ 排除できる
注 :例示の位置は,一応の目安であって,厳密にその財 ･サービスの
特性に対応しているわけではない.











































Qc QB QA 公共財の量
(=QT)

































































































































(む 公式に設立されたもの (フォーマルな組織性 :formal)
(参 民間 (非政府機関という意味 :private)
③ 非営利性 (利益配分を行わない :non-profit-distributing)
④ 自主管理 (独立の意思決定 :self-governing)
⑤ 自発性 (有志によるもの :voluntary)






















(出所) 山岡義典 ｢NPOの意義と現状｣rNPO基礎溝助 (ぎょうせい 平成9年)より作成





















全住民に共通の課題 を解決 してい く活動 独 自のサービス提供機能
交通安全､防犯､防災､非常時対策､ 交通安全活動､地域の犯罪予防､
ごみ処理､廃品回収､害虫駆除､緑化 災害の防止､救援リサイクル .自然環境保護
各自.の生活を充実 してい く活動 教育 .文化 .スポーツ文化活動､スポーツ活動､健康づ くり､
介護､助け合い 高齢者 .障害者 .児童福祉
地域 コミュニティ -まちづ くり.村づ くり
祭礼 .盆おどり､運動会､バス旅行､√､ノ会報の発行､施設の管理 -
行政補完､参加､要望 ア ドギクシー機能
(出所) 松下啓一 『自治体 NPO政策』ぎょうせい､平成 10年 11月
一般に､民間企業や篤志家 (財産の遺贈なども含め)などから慈善的に寄付された財産やその財産
からの果実 (基本財産などからの利息収入)などを基本的な財源 として､非営利団体や個人などに






れているが､そのすべてではない｡ボランティア活動 とは､一般に､① 自発性 (自立性)､(卦無償性






















































































公益信託(433)●認可特定 ■ ロ は法人の概念 L._"_.桓 制上の概念 ( ,-は団-
公益信託 I●
一 利益団体.NGO.民間非営利団体 (NPO)の存在領域
特殊 ●等■ 匝 校法人(16,155)f l財団法人(13,4可 l医療法人
社団法人(12,451)I 匝 療法人
匝 会福祉法人(ー3両 l.特定公益増進法人 l任意団体 [事蒜 なし](43,000' l 社団
任意 秩(1,式会社_ー23.034)
宗教法人(183,894)匝働組合(70,699)‖商工組合l公益法人等 エ会議所(510)l 匝 エ会(2.82) 地撮団体(293,227)
認可 蛸 団体(8,691)I 育(1.限会社2ー9.,215)
管理組合法人 l
公共法人 合名 会社(5.724)
● ●■ ■ 合資 会社(26,485)
政党 ■ rコ ′ ′ E) 辰 口 一 一 他･政治団体(72.796) : ●I













































図表 14 非営利セクタ二の国際比較 (1990年)
81
日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス イタリアハンガリー 全 体
雇用者数 (フルタイム換算､1000人) 1,440 7,131 946 1,018 803 416 33





経常支出金額 (10億 ドル) 95.1 346.4 47.0 53.9 39.9 21.8












































































NPO法人 非営利公益法人 登録チャリティ 届出非営利社団 公益社団 登録社団 財団
益法人(財団､社団) く､各州の一般法人法 ヤリティ法を準拠法とする登 益社団､届出を行わない社団がある 法と財団法(州法)による財団､有限会社､
･NPO法 に よ る の中に非営利法人を規 録チャリティ(会社法による ･1987年法による公益財団と､それらの 株式会社などがあるo
NPO法人 走している州が多いo 法人､勅許状による法人､信 1種として承認社団､公認社団､企業財団 ･又､法人格がない未登録社団､信託(いず
･その他特別法(社 ･カリフオールニア州等 託､人格なき社団等)になれ がある れも法人格無し)などがある
会福祉法人､学校法 のように非営利法人法 る ･その他相互友愛組合､協同組合､同業組
人等)による法人･信託法第66条による公益信託 を別に定めている州もある ･登録不要の免除チャリティもある 合などがある
ヽ 認証 準則主義 認可主義に近い 準則主義 認可主義 準則主義に近い(登録主義) 認可主義(実態は準則主義に近い)
垂 /. 1,317法人 ･非営利公益法人 ･全国で18.8万団体(98年 ･全国で70万団体 全 国で2,000団体 ･全国で100万団体 ･全国で8,000団体(平12.1.21) 62,800莱) (一説では100万) (98年) うち免税適格団体 ･年間設立数300団
･非営利共益法人 ･年間新規設立数9,000､年 ･年間新規設立数 約45万団体) 体 (98年)
46,000･非営利宗教法人27,000(98.ll)問登録抹消数7,000(97年度)62,646(97年) ･年間新規設立数1万団体､年間登録抹消数2,000団体
･年1回､事業報告 ･年間収入25,000ド ･年次報告書､会計報告書､ ･.社団に対する最小 ･県庁 .郡庁に対す ･監督官庁への会計 ･会計年度の終わり
書､貸借対照表､収 ル以上の団体は､年1年次説明書をチャリティ委員 限d)監督 る年1回の会計報告 報告 .年次報告等の に会計報告を管区行
支計算書等を所轄庁 回､財務報告書を司法 会に提出 . ･監督窓口への年次 の提出と不動産売買 義務なし 政庁へ提出 .
に提出 (総理府令又 長官室慈善信託課に提 ･同委員会は帳簿や記録簿の 報告書 .会計報告書 時 .遺贈を受けた際 ･ただし､社月3人 ･財団の財が消失し
は都道府県条例) 出 閲覧､監査が出来､また収入 の提出義務はない の届出が義務付けら を欠いた場合の法人 ないよう課税庁が監
･｢相当な理由｣が ･同課による報告内容 の多い4万団体に対するモニ れている 格取消､公益を害し 督
ある場合､所轄庁に のチェック.調査 タリング調査を実施 ･内務省からの理事 た団体の法人格剥 ･特に小規模財団に
よる施設立ち入り検 ･法人には解散 .令 派遣や会計監査院の 奪､ ドイツ基本法に 対する資金運用に際
塞 併､活動目的の変更等にする報告義務 抜き打ち検査 抵触した団体の強制解散がある しての管区行政庁の指導あり
塞 ･上記書類を所轄庁 ･州務 省 法 人課 で ･同委員会で登録チャリティ ･設立時に､名称､ ･法人格取得を官報 ･地区裁判所の登録 ･財団法により極力に提出するとともに ｢ArticlesofⅠncorpo-の登録データベースを公開 所在地､設立年月日､掲載 簿の一部閲覧可能 情報非公開が定めら
事務所に備え置き利 ration｣等の保存.公開 ･一部情報はインターネット 目的等が官報に掲載 ･監督官庁は照会に ･設立時に官報掲載 れている
害関係人に公開 ･司法長官室慈善信託 で接続可 ･監督官庁は一般市 情報提供義務 されるが､一般市民 ･財団関係者のみ管
･所轄庁においても 課において年次財務報 民の照会に資料等の ･一般市民は定款の は見ない 区行政庁に登録日､
(出所) 平成 10年度経済企画庁委託調査 ｢海外におけるNPOの法人制度 ･租税制度 と運用実態調査｣(㈱住信基礎研究所 平成 11年 3月)より作成

























































































- 国会提出(9.3.14)-1 亘 亘 :亘]否 決決(9.6.5) 否 決(9.6.5)
-
- t:垂:章二可可 決 杏
黒穣 鼻糞 染筆革う.滞 : :.アジア医師連絡協議会ロジスティックス垂員長 鎌田裕十朗
:意 :.大阪文化団体連合会参与 三好 康夫
･--1堅 空軍到全会一致A :a ::議 ニチイサボ- トセンター神戸代表 芸冨 冨孟
:者 :.社会福祉法人大阪ボランティア協会理事.事務局長 早瀬 昇
l I.財団法人たんばばの家常務理事 村上 良雄
コⅠ継続審査 : :.財団法人日本国際交流センター理事長 山本 正
-.公 :.芸術文化振興連絡会規事務局長 高比良正司
l l耳 :雷昌雷雲芸完去る制度をつ くる金串那 長 芸荒 芸
;人 :.D.P.[(障害者インターナショナル)日本会議訊長 中西 正司
株式会社電通総研研究主幹 伊藤 裕夫
↓
庵 継続審査 国会提出(9.12.5) 国会提出(9.10.13)継続審査 継続春査
l l
∩ - ∫
塞 -1 :垂 互 司全会一致 未
: :.日本 NPOセンター常務理事 .事務局長 山岡 耗典
-1 垂車重 司全会一致 :参:.弁護士 福島 瑞穂耳 :芸冨蓋1f琵雷警 芸誓紙長 芸芸佼歪望l l
本会謙10.3.4 :人 :.日本民衆交流センター代表 秋尾 晃正



















































･特定非営利活動を行 うことを主たる目的 とするo ･祭薪巳､宗教､慈善､学術､技
｢特定非営利活動｣の定義 芸その他公益に関する社団又
〔:軍学誓言S,25m諾 abhnWX温 増進に寄与する) は財団･営利を目的 としない(規定なし)
･営利を目的 としない
･次のいずれにも該当する団体
イ 社員の資格の得喪に関 して､不当な条件を付 き
ない
ロ 報酬を受ける役員が､役員総数の 3分の 1以下
･その行 う活動が次のいずれにも該当する団体
イ 宗教活動を主たる目的 としない
ロ 政治上の主義の推進 .支持 .反対を主たる目的
としない





誓鱒 書 ･暴対法等の違反-a (規定なし)･役nの一元三の範囲の親族 等
･事務所が所在する都道FT.fLf.7.の知郎 ･=i三秒'l二,.-rユ-.
･二以上の都道I仔県に那覇所を設けるものは結抗企河_lJ庁長官 ･叫業が-の都氾1T.T.LT.T<の区城内に限られるものは都道Tf.T.県知串に委任 (公1.5.法人に係る三i三三坊1二.rT:ユ1の権限 委任 関する政令)
ru -
r-+++-仁.接人 毎責務 ･祉月その他利害関係人に対 し､事業報告書､財産 目 ･事業報告邦､肘17汀は長､17情
- - 1l汀- ･同上
I)刺.‖1において､上記-ti,-難を 股に閲iLさせ る (紘折企両庁長官が所柁する法人については､法人の串三扮所が所右三する都氾Tm:LT.I.においても､条例の定めるところ より上記IT.I:野は 一般 閲臆させ る)
･検査TX'ノゝA を介む)' =luZlliHlJ ､ -A-A}
･設立認証の】取消し ･検炎･lR1-立i作吋の取消し
関係).…≡-;と列挙 二 社会教育の推進を図るテ加的
芸術 スJf-ツの u-W札をい 清附リ
ヽ /ヽ五 環〕亮の保全 を図る活動
六 災害救援活動七 t1 ′十 .I
地域安全活動八 人権の擁護又は平和の推進を図る清i助牧
九 国際協力の活動十 クーijヒ同会画社Aの形 式の促､代え図る'T-g'lJ

















































営利活動)､(2)非営利の要件､ (3)社員資格の要件､ (4)役月の要件､ (5)宗教 ･政治 との関係､(6)
暴力団排除について､(7)社員数の要件などがあげられる37)｡これら特定非営利活動法人の設立要件
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表21 特定非営利活動促進法に基づ く申請の状況 く平成 12年 2月18日現在〉
97
索 ∩ 拙 き 吾甘千 七 諾瀬音､辛労讃 鏡 台i ニ刃語 =労苦､解芯庫 塞 申開鼓累計 勝託教累計 蒸韓扮鍵 衆評 ヽ 巾術数累計 論証数累計 不良L>証救命計
′ヨ産追 85 69 0′ 48 32 0
県 13 8 0 阪 125 101 0蘇
ll 0 65 37 0辛県 17 _′庫
城輿 43 31 0 鷹 15 ll 0
堤 10 10 0 7 3 0田 口
形輿 14 12 0 敬/ 8 7 0
良携 17 9 0 10 7 0
塞群 30 20 0 30 17 0
木輿 44 37 0 良 33 24 0
県 44 36 0 口9 15 ll 0馬
42 30 0 8 4 0I クー
莱輿 58 44 0 9 6 0I
挑ヰ 330 2 12 9 0477 授-9
133 98 0 14 ll 0r叫
携 28 21 0 68 53 0渇 岡
山具 8 8 0 H二′ 9 9 0
輿 12 9 0 ∩ 12 7 0
5 4 0J､拷′ 22 18 0井弊 紫雲
梨∩ 10 9 0 H/ 5 2 0
野H 27 19 0 ∩一′ 13 4 0
釈 15 ll 0 3 2 0阜 ヽ
46 33 0 9 8 03 ul'
如 54 38 0 1,835 1,322 2i 秩 こlfT
損 47 30 0 149 121 3義 ユL:･一旦一1
























宿 (支 援) (共 催) (委 託)例:会議室貸 例:イベント例:社会福祉
動形態 与基金からの助歳守 の共催等 法人の措置費 等













図表 23 政府セクター ･市民セクター ･企業セクターの活動
99
秦≡三≡公共財(非競合性.非排除性) 市民活動の6原則 ※ 私的財 (収益性)
*i ≡≒…ヨ国防 .警察 防犯組織 防犯(警備保障会社)､自己防衛
≡三二無類
外交 民間交流.市民交流.民際外交 海外進出 (空洞化)
郵便 インターネット 宅急便-.宝S 二幸.:や≠事≠ チ
教育 (国立 .公立) (学校法人) 教育産業､予備校
消防 (常備消防) 消防団 消防用品
福祉公営住宅 .公共住宅鉄道 .′ヾス(航空-民営化)医療施設 (国立 .公立) 人≡_ ∠ゝ 了ー ' シルバー産業､民菅ホ-ム企業メセナ､フィランソロピー鉄道.バス.タクシー.航空医療機器 医薬品
人l◆ フl護.配食､(社云福祉法人)町内会､公園清掃､リサイクル移送ボランティア､私道管理(医療法人)
警
*黄社会的規制 生協､ワーカーズ .コレク 住宅 .家財 .家電
経済的規制 テイブ .バザー､趣味の会 食品 .衣料 .雑代
エネルギー供給 .規制 共同購入 エネルギー供給
農業補助 農民の団体 (農協) 農業製品
A 口 ､､ ′ 寄付.会費(自発性)､収益活動 販売､








また､以前では､NPOの歴史的経緯から､企業側はNPOに対 して不信感を抱 く時期 もあったよ
うであるが､阪神 ･淡路大震災での救援活動において双方が持つ資源を相互に有効に活用するため












行 政 p行 政 行 政 行 政- 壁
中央行政 中央/地方 地 方 _行 政 中央行政妻:=葉
N P O N P O 行 政 N P O 地域福祉計画審議会-の福祉運動団体の参画､アドボカシー


































檀 蕪≡○NPOに関する統計の整備 ○NPOの個別情報の整理 .公開
薫≡○NPOの個別情報の収集のための制度整備 ★民間NPO情報機関による情報公開の支援
秦 率幸≒≡○法人格制度 ○組織化方法の技術支援 (組織化ノウ-ウ､法手続指導)
率 ≡…;○公共機関､企業等の施設開放の促進 ○会議室の貸出､事務所の提供




妻奉 (350社) (381社) (398社) (404社) (367社) (405社) (376祉)
1,838 1,670 1,494 1,542 1,454 1,620 1,557≡≒P
ヽ 5.25 4.38 4.05 3.82 3.96 4 4.14
19.9% ▲16.6% ▲ 7.5% ▲ 5.7% 3.8% 1.0% 3.5%
(346社) (380社) (366社) (402社) (360社) (396社) (373祉)
奉 1,307 1,207 1,074 1,128 1,071 1,049 1,027紫宗
≡禁 3.78 3.18 2.93 2.81 2.97 2.65 2.75
一 韓 - ▲15.9% ▲ 7.9% ▲ 4.1% 6.0% ▲10.8% 3.9%
I衰 + 滋 (224社) (329社) (365社) (361社) (361社) (387社) (367社)華辛
:t] 531 463 420 413 383 571 530
2.37 1.41 1.15 1.15 1.06 1.47 1.44
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税法に規定され ･本来の事業及び関連収益事業 二本釆事業及び関連収益事業 ･本来事業及び関連収益事業に対する法人税は非課 ･本来事業及tJr関連収益事業に対す
た33業種)を営 ･所得は免税o に対する法人税 .所得税は 税o る法人税二営業税は免税.
む場合にその収 ･非関連収益事業は課税o 非課税○ ･非関連収益事業に対する法人税は標準の法人税率 ･非関連収益事業に対する法人税､
益事業から生じ (通常の法人税率) ･非関連収益事業に対する法 で課税○ 営業税は標準の法人税率で課税o
た所得について ･受取所得は免税o 人税は標準の法人税率､所 ･受取所得に対しては､ ､本来事業に関わるか否かに ･受取所得に対しては原則非課税○
のみ課税o ･投資収益課税については､ 得税率で課税○ 関わらず､原則として課税されるが､受取利益(運 ○非関連収益事業からの年間収入及
事業から生じた び事業型民間財団 :免税 供している資産の売却益の (1) 年間収入6万マルク以下 :法
所得にづいては非課税o (卦非事業型民間財団 :2% キャピタルゲイン税は免税o･利子､配当等運用益､賃料､ロイヤリティ等受取所得は免税〇営利子会社からチャリティへの寄付 .配当は非課税o 人税､営業税が免税(2) 年間収入6万マルク超 :①純益 7,500マルクまで 免私(診 以上 7,500マルクを超えた部分について 標準の法人 率 (42%)を課税
個人が寄付した場 慈善等を活動目的とする内国歳 登録チャI)ティへの寄付につ 原則､優遇はないo但し､ 公益社団へ寄付した場 法人税が免税される団体q)中で､さ,
合特別な所得控除 大法第501条(C)(3)と承認された いて､個人は所得控除がない 定款を課税庁がチェックを 合､寄付者は所得税の らに一恵の要件を満たすものについ
制度はないo 団体に適用されるo 仕組みが存在するが､法人は し､適格と判断すれば､寄 所得控除､′法人税の損 て､寄付金の税制優遇措置が通用さ
普通法人の場合 但し､501条(C)(3)団体でもパフ○ 損金算入がほぼ無条件に認め 付金の税制優遇措置を受け 金算入ができる○ れる○寄付金優遇措置の適格団体ベ
は､一般寄付金の リツタ.チャリティ､民間財団 られるo ることができる (適格非営 の寄付について､所得税の所得控除､
枠内で損金算入が (事業型 .非事業型)の認定タ 利社団)oこの場合において 法人税の損金算入ができるが､さら.
可能o イブにより､課税取扱いが異な も､非関連収益事業部分に に寄付先が学術 .文化 .慈善を目的
るo ついては所得税の所得控除､法人税の損金算入ができないo とする場合は､より高額の所得控除｣損金算入が可能となるo
浅海戸.:;:.I 【パブリック.チャリティ】 ･個人､法人共に､3年超の継 適格非営利社団への寄付の ･個人の場合､原則と ･個人の場合､原則年間所得の5%
･現金の場合､個人の寄付控除 続寄付 (コヴエナント)に み優遇○ して寄付金の50% まで所得控除できる (寄付先が学
は課税所得の50% まで､法人 よるチャリティ-の寄付契 ･個人の場合､原則として を控除できるo但し､ 術.文化.慈善目的の場合 10% ま-
は10% までo 約には､源泉徴収額相当が 寄付金の50% を控除で 寄付先の活動目的に で)○
･評価性資産の場合､個人の寄 寄付者にではなく｣チャリ きる○但し､寄付先の括 よって､520フラン ･法人の場合､原則年間所得の5%
付控除は課税所得の30% ま ティに還付される○法人の 動目的によっては､520 を上限として寄付金 (寄付先が学術 .文化 .慈善目的
で､法人の場合は10% までo 場合､全額損金算入が可能o フランを上限として寄付 の60% まで控除で の場合 10% まで)､又は年間売上
【民間財団】 個人においては､高坂納税 金の60% まで控除でき きる場合 などがあ 高と賃金の合計の0.2% の.うち､
業型で課税所得の50% まで､ 還付もあるoまた､£250以 限度額は､課税所得の 税所得の5%が上限○ 金算入できるo
非事業型で30% までo評価性 上の寄付であれば､単年度 1.25%が上限○ ･法人の場合､年間売
資産 の場 合 は､事 業 型 で の寄付でも継続寄付と同様 ･法人の場合､年間売上高 上高の0.3% まで損
30%､非事業型で20%o の取扱いになる○ の0.2% まで損金算入が 金算入ができ､限度
･法人の現金又は評価性資産の ･個人が給与天引による寄付 でき､限度額超過分につ 額超過分については
寄付控除は､事業型 .非事業 の場合は､所得控除ができ いては5年間の繰越しが 5年間の繰越しがで
(注) 非課税 :法人格を取得すると同時に､本来事業が自動的に課税除外となる方式｡ 免税 :法人格の有無とは無関係に､新たに課税庁の審査を受け課税除外となる方式｡
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第 2条 この法律において ｢特定非営利活動｣とは､別表に掲げる活動に該当する活動であって､不特定か
つ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをいう0








































































































1) 出井信夫編著 『公私協力方式と第3セクター方式の研究 No.2』地域計画研究所､平成9年 3月
2) 神戸市 ｢昭和52年度神戸市報告書｣昭和53年3月
3) 出井信夫 ｢第3セクターの現状と課題｣ 『新潟産業大学経済学部紀要 第13号』平成7年6月
4) 出井信夫 ｢まちづ くりと第三セクター｣ 『とみん広聴'93.2』東京都広報広聴部､平成5年 2月
5) 出井信夫 『第三セクタービジネス』日刊工業新聞社､平成2年 11月
6) 出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究一基金･公益信託･NPOの現状と課題-｣『新
潟産業大学経済学部紀要第20号』平成 11年 12月
7) 上掲論文､出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究｣
8) 参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』(別冊)平成 12年 3月
9) 上掲書､参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
10) 山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』日本評論社､平成9年7月
ll) 上禍害､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
12) LesterM.Salamon 『AMERICA'SNONPROFITSECTOR』レスター ･M･サラモン 『米国の ｢非
営利セクター｣入門』入山映訳､ダイヤモンド社､平成6年3月
13) 前掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
14) 上掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
15) 上掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
16) 上掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』







レスター ･M ･サラモン 『米国の ｢非営利セクター｣入門』
参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
『自治体 NPO政策』ぎょうせい､平成 10年 11月
レスター ･M･サラモン 『米国の ｢非営利セクター｣入門』
三木秀夫他編著 『NPOとボランティアの実務』
参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
24) 堀田力 ･雨宮孝子編 『NPO法コメンタール』日本評論社､平成 10年 12月
25) 前掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
26) 前掲書､レスター ･M ･サラモン 『米国の ｢非営利セクター｣入門』
27) 前掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
28) LesterM.SalamonandHelmutK.Anheier『THEEMERGINGSECTOR』レスター ･M ･サラモ
ン/H･K･アン-イヤー 『台頭する非営利セクター』今田忠監訳､ダイヤモンド社､平成8年 10月
29) 前掲書､山内直人 『ノンプロフットエコノミー 』
30) 前掲書､レスター ･M･サラモン 『台頭する非営利セクター』
31) 前掲書､参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
32) 前掲書､参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
33) 上掲書､参議院常任委月会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』
34) NPO･ボランティア研究金銅 rNPOとボランティアの実務』新日本法規､平成 10年5月






40) 前掲書､参議院常任委員会調査室 ･特別調査室編 『立法と調査』





















































① 出井信夫 ｢個人･企業等の ｢寄付金｣制度を活用した新たな地域 ･都市の再生法｣『税務経理』時
事通信社､平成 11年 11月30日～平成 12年 3月31日､13回連載
(診 前掲論文､出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究｣
63) 前掲論文､出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究｣
64) 筆者の提案に関して現実的にその適用可能性を探るため､平成 12年 8月に､(1)個人が寄付金をする観
点より個人を対象に意識調査を実施した｡対象地域の住民は､次の典型的な地域(∋大都市は千葉県船橋市
市民､(診地方都市は新潟県柏崎市市民､(勤農山村地域は群馬県嬬恋村村民の三つの地域比較を行った.対
象者は主として､地域のオピニオンリー ダーの役割を果たしている自治体職員､商工会議所･商工会職月､
大学教職員等を中心に､｢あなたの寄付金を生かした地域活性化および市民活動に関する市民意識調査｣
を実施し､調査票の回収 ･集計 ･分析を行った｡
また､(2)寄付金の受け皿の役割を担う自治体に対しては､新潟県内の仝 112市町村を対象に､｢特定非
新潟産業大学経済学部紀要 ･Lhl23I, Itl.)
営利法人(NPO法人)等の市民活動および市民参加に関する自治体意識調査｣を災施し､誹 川ミリ;'･のl=川L･
集計 ･分析を行った｡この調査結果については､改めてその概要について公表する予定であるO
ちなみに､これらの調査結果の概要については､平成 12年 12月21日､新潟県自治会館で本学附届研
究所主催シンポジウム[地方分権時代における自治体の地域活性化政策の課題]において発表した｡新潟
県や市町村の関係者､マスコミ関係者等の多数の参加を得て開催され､上越タイムスには平成13年 1月
1日に提案趣旨が掲載されるなど大きな反響があった｡
また､本提案の趣旨をよく理解された新潟県山古志村では､先人が人力の手堀で堀った隠退を保存修景
する目的で基金を設置して､賛同者に対し寄付金の募集が開始された｡
